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名古屋港管理組合埋立事業中長期経営計画

団 体 名 ： 名古屋港管理組合

事 業 名 ： 宅地造成事業

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 昭和39年4月1日

職 員 数 45 事 業 の 種 類 臨海土地造成事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

　 本会計は、名古屋港の港勢の発展を図り、公共の福祉の増進に寄与するために、昭和39年度から地方公営企
業法の財務規定等を適用し、臨海用地を造成する事業を行っています。

事　業　形　態

施 工 地 区 名古屋港臨海用地

244,595,922,419

オ 売 却 予 定 面 積 24,892,000

カ ㎡当たり売却予定単価
（ エ / オ ）

9,826

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ×100/ア ）

89.9

施 工 地 区 名 名古屋港臨海用地

土 地 造 成 状 況
（令和7年度までに埋立竣功）

ア 総 事 業 費 272,179,000,000

イ 総 面 積 31,848,000

ウ ㎡当たり造成予定単価
（ ア / イ ）

8,546

エ 売 却 予 定 代 金

元利金債発行状況 発 行 額 累 計 －

造 成 地 処 分 状 況
（ 平 成 29 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 936,652,886

イ 売 却 面 積 19,554.34

ウ ㎡当たり売却単価
（ ア / イ ）

47,900
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（３） 現在の経営状況

H29 ％ H30 ％ R1 ％

H29 － 千円 H30 － 千円 R1 － 千円

H29 千円 H30 千円 R1 千円

H29 － 千円 H30 － 千円 R1 － 千円

H29 ％ H30 ％ R1 ％

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

（２） 土地造成・処分の見通し

　 土地造成については、弥富ふ頭第1貯木場北側埋立地において、令和3年度からしゅんせつ土砂による埋立て
を開始し、令和7年度に造成面積17.0haの埋立竣功を予定しています。
　 土地の売却については、企業の需要に応じた用地を提供するなど企業が立地しやすい環境を整えていくととも
に、愛知県をはじめとする周辺自治体との情報交換や、広域的な企業誘致活動に取り組み売却地の販売促進を
図ることで、計画期間内に約9.2haの売却を予定しています。

　下記の売却用地において、売却までの間の有効活用として、下記の面積及び契約期間で賃貸方式を活用してい
ます。
　その賃借料は約2億円/年となっており、造成地の管理運営費に充てています。

　　　・南5区埋立地（Ⅱ工区）　　　 　217,001㎡（平成26年度～令和15年度)
　　  ・飛島ふ頭第２貯木場埋立地 　 61,394㎡（平成29年度～令和  7年度)
   　 ・弥富ふ頭完成土地              　27,753㎡（平成26年度～令和15年度）

 　財務省東海財務局による令和3年1月の管内経済情勢報告によると、経済情勢の総括判断は「新型コロナウィ
ルス感染拡大の影響により、一部に厳しい状況があるものの、持ち直している」で、令和2年10月の報告と同程度
で推移している。また、内閣府による令和3年3月の地域経済動向においては、「新型コロナウィルス感染症の影響
により、依然として厳しい状況にあるなか、持ち直しの動きが続いているものの、一部に弱さがみられる」となって
いることから、周辺の経済情勢は持ち直しの動きが続いていると言えます。

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　 事業費回収率は、100％を下回っているものの、南5区埋立事業に係る他団体からの負担金等を考慮すると、概
ね100％となる見込みです。

　 売却が計画どおり進んでいない造成地は約2.1％ありますが、主な負債は預り金や引当金のみで、企業債の返
済は完了していることから、財務面は安定しています。

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※過去３年度分を記載

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※過去３年度分を記載
1.7 1.6 2.1

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

17,433,253 22,358,636 22,430,427

企 業 債 残 高
※過去３年度分を記載

事 業 費 回 収 率
※過去３年度分を記載

90.5 89.8 89.9

【内容】
箇　所　名 面積 収入

① 弥富ふ頭第１貯木場埋立地 2.0ha   9.2億円
② 飛島ふ頭第２貯木場埋立地 3.6ha 17.0億円
③ 稲永ふ頭埋立地 1.6ha  7.2億円
④ 弥富ふ頭第１貯木場南埋立地 2.0ha  8.8億円
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※各数値は、項目ごとに表示単位未満を四捨五入等しているため、合計が一致しない場合があります。

（３）

３．経営の基本方針

名古屋港の港湾区域内の水面を埋め立て、臨海用地を造成する事業を行い、常に経済性を発揮するとともに、
名古屋港の港勢の発展と臨海用地の開発を図り、もって公共の福祉の増進に寄与するように運営を行います。

組織の見通し

港湾行政を担う本組合は、一般会計、施設運営事業会計及び本会計の3会計を設けており、各会計に係る組織
が密接に連携し一体的な港湾運営を行っています。令和3年1月1日現在の本組合職員は619人で、このうち本会
計の職員数は46人となっています。

本会計の職員数は、本組合の行財政改革の取り組みにより、職員の効率的な人員配置に務めたこと等により、
減少傾向となりましたが、平成26年度以降は、新たな埋立事業が開始されたこと等により業務量が増加したことか
ら、人員がやや増加に転じています。

本組合は、平成30年度から行財政改革計画2013継続強化プログラムに取り組み、今後も継続して組織・定員の
適正な管理や人材の確保・育成・活用の推進、業務の集約化・効率化に努め、組織力の向上を図っていきます。

4,226,379

当該年度末（予定）
未売却面積（㎡）

624,376 607,326 599,226 589,426 579,626

土地売却収入（千円） 426,915 785,745 358,830 441,000 441,000

91,154

売却単価（千円/㎡） 48 46 44 45 45 46

売却面積（㎡） 8,950 17,050 8,100 9,800 9,800

170,000

処分実績・計画

造成面積（㎡）

合計

造成実績・計画

項　　　　目 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

1,772,889

当該年度末（予定）
未売却面積（㎡）

498,429 498,429 498,429 489,479 633,326

土地売却収入（千円） 919,059 426,915 426,915

37,454

売却単価（千円/㎡） 47 48 48 47

売却面積（㎡） 19,554 8,950 8,950

170,000

処分実績・計画

造成面積（㎡） 30,600 32,000 32,300 38,000 37,100

小計

造成実績・計画

施 工 地 区 名 名古屋港臨海用地

項　　　　目 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり
（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

資産の有効活用等
に よ る
収 入 増 加 の 取 組

今後も、遊休化している公共用地等について、賃貸借による土地の有効活用を行って
いきます。

土 地 売 却 の 促 進
企業の需要に応じた用地を提供するなど企業が立地しやすい環境を整えていくととも

に、愛知県をはじめとする周辺自治体との情報交換や、広域的な企業誘致活動に取り
組むことで、売却地の販売促進を図ります。

新 規 造 成 計 画
新規の造成を行う場合には、企業の需要動向を的確に把握するとともに、慎重に新

規造成計画を立てていきます。

ⅰ　土地売却収入
　　　2（2）の処分計画における売却収入を計上。
ⅱ　土地貸付収入
　　　現行の賃借料収入を基に算定。
ⅲ　貯木場貸付収入
　　　現行の賃借料収入を基に算定。
ⅳ　一般会計貸付金返還金
　　　償還計画に基づき計上。

ⅰ　職員給与費
　　　令和3年度当初予算と同水準で推移すると見込む。
ⅱ　管理運営費
　　　消耗品費や光熱水費など管理・運営に係る一般的な経費について、過去の実績値等を基に平均値を算定。
ⅲ　維持補修費
　　　護岸、舗装等の老朽化対策や公共用地の維持管理費用について、過去の実績値等を基に平均値を算定。
ⅳ　一般会計負担金
　　　退職金負担金等に係る経費については令和3年度当初予算と同水準で推移すると見込む。
　　　その他については過去の実績値等を基に平均値を算定。
ⅴ　減価償却費
　　　既存の資産の増減を加味して見込む。

Ⅰ　名古屋港西部臨海用地
　　ⅰ　稲永ふ頭埋立地造成事業　　　  　　　　　　　　　　令和3年度～令和 7年度
　　ⅱ　弥富ふ頭第１貯木場南埋立地造成事業　　　 　　令和3年度～令和 9年度
　　ⅲ　弥富ふ頭第１貯木場北側埋立地造成事業　　　　令和3年度～令和12年度

Ⅱ　名古屋港南部臨海用地
　　ⅰ　南5区埋立地の緑地整備費等を計上

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標
　 土地売却収入等を充当することにより収支バランスの確保をし、健全な運営に努め
ます。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標 　着実な用地造成を行い、名古屋港の発展に寄与していきます。
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５．中長期経営計画の事後検証、改定等に関する事項

　 毎年度進捗管理を行い、基本的に５年毎に更新します。
ただし、計画期間内において経営環境の著しい変化などにより計画と実績に著しい

乖離が生じた場合は見直しを検討します。

※　収支均衡について
　 （1）投資・財政計画（収支計画）の収益的収支については、一般管理費や維持補修費の増加により、毎年度純
損失が生じていますが、令和12年度において累積利益（繰越利益剰余金）は確保されており、また、資金面でも、
昨今の厳しい経済情勢において、土地売却が計画どおり進まなくとも、資金不足には陥らない見込みです。

中長期経営計画の事後
検証、改定等に関する事
項

5



様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和3年度
予 算

１． (A)

(1)

(2) (B)

(3)

２． 381,783 373,584 372,574 371,937 371,227 370,511 369,796 369,081 368,366 367,823 367,346 366,868

(1)

(2)

(3) 381,783 373,584 372,574 371,937 371,227 370,511 369,796 369,081 368,366 367,823 367,346 366,868

(C) 381,783 373,584 372,574 371,937 371,227 370,511 369,796 369,081 368,366 367,823 367,346 366,868

１． 497,471 473,140 566,391 472,082 458,622 455,447 462,306 459,175 459,177 460,487 459,548 459,471

(1) 72,964 81,538 83,031 83,031 83,031 83,031 83,031 83,031 83,031 83,031 83,031 83,031

38,414 43,353 44,757 44,757 44,757 44,757 44,757 44,757 44,757 44,757 44,757 44,757

34,550 38,185 38,274 38,274 38,274 38,274 38,274 38,274 38,274 38,274 38,274 38,274

(2)

(3) 662 456 243 184 52 200 400 600 600 800 600 400

(4) 423,845 391,146 483,117 388,867 375,539 372,216 378,875 375,544 375,546 376,656 375,917 376,040

２． 32,497 34,515 34,512 34,512 34,512 34,512 34,512 34,512 34,512 34,512 34,512 34,512

(1) 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(2) 32,497 32,515 32,512 32,512 32,512 32,512 32,512 32,512 32,512 32,512 32,512 32,512

(D) 529,968 507,655 600,903 506,594 493,134 489,959 496,818 493,687 493,689 494,999 494,060 493,983

(E) △ 148,185 △ 134,071 △ 228,329 △ 134,657 △ 121,907 △ 119,448 △ 127,022 △ 124,606 △ 125,323 △ 127,176 △ 126,714 △ 127,115

(F) 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

(G) 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30 30

(H)

△ 148,185 △ 134,071 △ 228,329 △ 134,657 △ 121,907 △ 119,448 △ 127,022 △ 124,606 △ 125,323 △ 127,176 △ 126,714 △ 127,115

(I) 1,956,106 1,822,035 1,593,706 1,459,049 1,337,142 1,217,694 1,090,672 966,066 840,743 713,567 586,853 459,738
(J) 76,272,981 75,141,157 72,395,073 72,213,931 72,562,639 73,340,721 74,111,229 74,884,153 75,898,131 76,476,862 77,138,225 77,799,187

20,409
786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680

63,418,062 65,974,399 66,725,589 67,788,496 68,348,650 68,571,698 68,795,090 68,873,226 68,942,666 69,603,756 70,257,412 70,911,025
(K) 232,456 148,949 148,539 148,539 148,539 148,539 148,539 148,539 148,539 148,539 148,539 148,539

184,223 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

( I )
(A)-(B)

(L) － － － － － － － － － － － －

(M)

－ － － － － － － － － － － －

(N) － － － － － － － － － － － －

(O) － － － － － － － － － － － －

(P) 63,418,062 65,974,399 66,725,589 67,788,496 68,348,650 68,571,698 68,795,090 68,873,226 68,942,666 69,603,756 70,257,412 70,911,025

(Ｑ) － － － － － － － － － － － －

(Ｒ) 77,045,538 76,842,583 77,525,641 76,973,883 76,852,975 77,159,442 77,459,335 77,761,643 78,422,066 78,653,720 78,968,006 79,281,891

－ － － － － － － － － － － －

営 業 外 収 益

土 地 等 売 却 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 収 益

令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計

そ の 他

(C)-(D)

特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用

動 力 費

修 繕 費

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

土 地 等 売 却 原 価

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分

収

益

的

収

入

特 別 損 失

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

収

益

的

収

支

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（Ｒ）×100)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

令和12年度

健全化法施行令第３条第１項第２号ハに規定する
土 地 評 価 差 額

健全化法施行規則第９条第３号Ｅにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

う ち 未 払 金
う ち 土 地 前 受 金

う ち 一 時 借 入 金

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
う ち売出土地 （ 簿価 ）
うち未売出土地（簿価）



様式第2号（法適用企業・資本的収支）

投資・財政計画
（収支計画） （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和3年度
予 算

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９． 625,952 613,000 1,683,000 912,602 1,012,602 1,439,517 1,439,517 1,439,517 1,681,288 1,247,894 1,330,064 1,330,064

(A) 625,952 613,000 1,683,000 912,602 1,012,602 1,439,517 1,439,517 1,439,517 1,681,288 1,247,894 1,330,064 1,330,064

(B)

(C) 625,952 613,000 1,683,000 912,602 1,012,602 1,439,517 1,439,517 1,439,517 1,681,288 1,247,894 1,330,064 1,330,064

１． 4,684,955 2,513,478 1,376,478 1,526,372 1,023,619 686,513 686,857 541,601 532,905 1,124,555 1,117,121 1,117,078

4,312,360 2,078,200 1,002,200 1,154,572 650,365 313,402 314,134 177,022 176,853 777,003 777,960 777,939

296,124 312,470 309,242 309,242 309,242 309,242 309,242 309,242 309,242 309,242 309,242 309,242

76,471 122,808 65,036 62,558 64,012 63,869 63,481 55,337 46,810 38,310 29,919 29,897

２．

３．

４． 1,000,000 3,500,000

５． 78,520 78,522 78,522 78,522 78,522 78,522 78,522 78,522 78,522 78,522 78,522 78,522

(D) 4,763,475 3,592,000 4,955,000 1,604,894 1,102,141 765,035 765,379 620,123 611,427 1,203,077 1,195,643 1,195,600

(E) 4,137,523 2,979,000 3,272,000 692,292 89,539 △ 674,482 △ 674,138 △ 819,394 △ 1,069,861 △ 44,817 △ 134,421 △ 134,464

１． 496,351 89,539

２．

３． 4,137,523 2,979,000 3,272,000 195,941

４．

(F) 4,137,523 2,979,000 3,272,000 692,292 89,539

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令和3年度
予 算

令和12年度

令和12年度

合 計

令和10年度 令和11年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

う ち 基 準 外 繰 入 金

資

本

的

支

出

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越
される支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

企 業 債 償 還 金
建設改良費に係る企業債償還金

元 利 金 債 等 償 還 金

他会計長期借入返還金

工 事 負 担 金

令和8年度 令和9年度 令和10年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

固 定 資 産 売 却 代 金

令和11年度

企 業 債

建設改良費に係る企業債

元 利 金 債 等

他 会 計 出 資 金

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度


